





























                           2008、5、21 
                           於西安交通大学 
                          京都大学上海センター協力会 
                          副会長  大森 經德 
                     （西安交通大学西部発展研究中心特別顧問） 





 私は 2005 年 5 月に京都大学上海センターと在瀋陽日本国総領事館共催で行った日中経済交流セミナ
ー“日本からの提言”で、若年サラリーマンに影響の大きい所得税の課税最低限度額 800 元／月が、約





 しかし結果は、2006 年 1 月 1 日より課税最低限度額は 1,600 元／月と２倍に引き上げられ、更に 2008
年 3 月１日よりは、更に 2,000 元／月迄引き上げられたが、この間個人給与所得税率表は一切改定され
ず、税率も５％から４５％のまま据え置かれている。7％成長が 20 年続けばＧＤＰは約 4 倍になり、そ
れを小康社会への到達点として目指している国で、しかも、ようやく貧富の格差解消を目指し始めた今
日の中国で、この格差解消の折角のチャンスに、累進課税率の引き上げ改定を行わなかったことは、誠




第 3 弾（瀋陽、西寧、に続きこの西安でも）をこの際、提言させて頂く。 
 






 中国のこの所得税率に見合う日本の過去の最高税率（1983 年）は 93％（所得税率 75％＋地方
税率 18％）だった。しかも驚くべき事に、この合算最高税率が 88％から 93％の時代が 30 年
間（1957 年～1986 年迄）、その内 93％の時代が 22 年間（1962 年～1983 年迄）も続いていた
ことである。高度成長の全期間以上に及んでいた事は特筆に価する。（（注）1973 年以前の地
方税率 18％については確認中。）松下幸之助、本田宗一郎等はこの高率の税負担をしながら高
度成長期を乗り切ったのである。今の中国の高度成長は、日本の昭和 30 年代（1960 年代頃の
10 年間ほどの間）の高度成長期に似た時代を行っている、とも言える。と考えて、両国の税制
を比較すると、日本の方が余程社会主義的、鄧小平的である、ことがお分かり頂けたと思う。


















適用税率 手取額 速算控除額 計算過程 税金額 実質税率
500 以下 5 2,475 25 25 1.0
500 ～ 2,000 10 3,825 25 150 175 4.4
2,000 ～ 5,000 15 6,375 125 450 625 8.9
5,000 ～ 20,000 20 18,375 375 3,000 3,625 16.5
20,000 ～ 40,000 25 33,375 1,375 5,000 8,625 20.5
40,000 ～ 60,000 30 47,375 3,375 6,000 14,625 23.6
60,000 ～ 80,000 35 60,375 6,375 7,000 21,625 26.4
80,000 ～ 100,000 40 72,375 10,375 8,000 29,625 29.0




注：①現行の所得控除基準額は毎月 2000 元である。従って、この個人給与所得税率表は、2000 元の所得控
除額差引後の課税対象の税込給与額を基準とした税率表である。 
  ②「手取額」「実質税率」は所得控除基準額 2000 元を戻して計算してある。 




適用税率 手取額 速算控除額 計算過程 税金額 実質税率
500 以下 5 2,475 25 25 1.0
500 ～ 2,000 10 3,825 25 150 175 4.4
2,000 ～ 5,000 15 6,375 125 450 625 8.9
5,000 ～ 20,000 20 18,375 375 3,000 3,625 16.5
20,000 ～ 40,000 25 33,375 1,375 5,000 8,625 20.5
40,000 ～ 60,000 30 47,375 3,375 6,000 14,625 23.6
60,000 ～ 80,000 35 60,375 6,375 7,000 21,625 26.4
80,000 ～ 100,000 40 72,375 10,375 8,000 29,625 29.0
100,000 ～ 150,000 45 99,875 15,375 22,500 52,125 34.3
150,000 ～ 200,000 50 124,875 22,875 25,000 77,125 38.2
200,000 ～ 300,000 55 169,875 32,875 55,000 132,125 43.8
300,000 ～ 400,000 60 209,875 47,875 60,000 192,125 47.8
400,000 ～ 500,000 65 244,875 67,875 65,000 257,125 51.2
500,000 ～ 600,000 70 274,875 92,875 70,000 327,125 54.3




注：①「控除後給与月額」は所得控除基準額 2000 元を差し引いた後の金額。 
  ②「手取額」「税金額」「実質税率」は各テーブルの最高額（右端金額）の時の金額。 




800,000 75 324,875 122,875 477,125 59.5
1,000,000 75 374,875 122,875 627,125 62.6
2,000,000 75 624,875 122,875 1,377,125 68.8





② この時日本では、この他に地方税・最高税率 18％が課税されていた。 
③ 日本では、高度成長期前後の 22 年間も、過去最高の個人所得税率 93％（個人所得税率の最高税率 75％




適用税率 手取額 速算控除額 計算過程 税金額 実質税率
1,000 以下 5 2,950 50 50 1.7
1,000 ～ 5,000 10 6,550 50 400 450 6.4
5,000 ～ 30,000 20 26,550 550 5,000 5,450 17.0
30,000 ～ 80,000 30 61,550 3,550 15,000 20,450 24.9
80,000 ～ 160,000 40 109,550 11,550 32,000 52,450 32.4
160,000 ～ 300,000 50 179,550 27,550 70,000 122,450 40.5
300,000 ～ 600,000 60 299,550 57,550 180,000 302,450 50.2




注：①「控除後給与月額」は所得控除基準額 2000 元を差し引いた後の金額。 
  ②「手取額」「税金額」「実質税率」は各テーブルの最高額（右端金額）の時の金額。 
  ③「手取額」「実質税率」は所得控除基準額 2000 元を戻して計算。 
 
以下試算（60 万元以上） 
800,000 75 349,550 147,550 452,450 56.4
1,000,000 75 399,550 147,550 602,450 60.1
2,000,000 75 649,550 147,550 1,352,450 67.6










適用税率 手取額 速算控除額 計算過程 税金額 実質税率
1,000 以下 5 2,950 50 50 1.7
1,000 ～ 5,000 10 6,550 50 400 450 6.4
5,000 ～ 30,000 20 26,550 550 5,000 5,450 17.0
30,000 ～ 80,000 30 61,550 3,550 15,000 20,450 24.9
80,000 ～ 160,000 40 109,550 11,550 32,000 52,450 32.4
160,000 ～ 300,000 50 179,550 27,550 70,000 122,450 40.5
300,000 ～ 600,000 60 299,550 57,550 180,000 302,450 50.2
600,000 ～ 1,000,000 75 399,550 147,550 300,000 602,450 60.1




注：①「控除後給与月額」は所得控除基準額 2000 元を差し引いた後の金額。 
  ②「手取額」「税金額」「実質税率」は各テーブルの最高額（右端金額）の時の金額。 
  ③「手取額」「実質税率」は所得控除基準額 2000 元を戻して計算。 
 
以下試算（100 万元以上） 
1,200,000 93 413,550 327,550 788,450 65.6
2,000,000 93 469,550 327,550 1,532,450 76.5
3,000,000 93 539,550 327,550 2,462,450 82.0
5,000,000 93 679,550 327,550 4,322,450 86.4  
 
（本案の考え方） 
① 第２表の一部修正案で、日本の過去最高の個人所得課税率は 93％（最高個人所得税率 75％＋最高地方税
率 18％）だったので、最高税率をそれに揃えた案である。日本ではこの 93％の時代が 22 年間も続いて
いた（1962 年～1983 年迄）。 




提言２ 課税最低限度額は高度成長下に 25 年間も据え置いた後 2006 年 1 月 1 日より 2 倍の 1,600 元




















提言５ 現行、個人給与所得税は各省（地方）で徴収の上、国 60％、地方 40％の配分となっている。
しかし、この配分率だと、人口も少なく、相対的に個人所得の総額も少ない青海省や貴州省等
は不利で、上海市や広東省にとっては極めて有利な制度と言わざるを得ない。 
 また、提言 1、の（注）で述べた通り、日本の過去の最高税率 93％（内所得税率 75％地方
税率 18％）を 100 分比に直すと、所得税 81％、地方税 19％である。尚、日本の現在の比率は、
所得税 80％（税率は 40％）、地方税 20％（税率は 10％）である。 
























































提言 11  都市戸籍と農村戸籍の壁を取り払い労働移動を自由に。 
 
提言 12  これは経済的負担が大きく、長期間を要するかもしれぬが、全農民、民工を含め健康保険の
国民皆保険化をめざすこと。 
 
提言 13  義務教育の徹底と完全無償化と共に、貧困高校生、大学生に奨学金の拡充を。教育の徹底は
貧困脱出の為の、最大、最良の施策である。 
 
提言 14  研究開発投資にも力を入れ、独自技術の開発を目指すこと。 
 
提言 15  国を挙げて省エネ対策を。エネルギー使用総量の圧縮を。 
 
提言 16  国を挙げて公害防止、環境対策を。 
 
提言 17  日本の省エネ技術並びに公害防止、環境対策技術の活用を。 
 
提言 18  国有資産を大切に、有効に使うこと。土地の国有制は、将来大きな貧富の格差を作らない為
にも、又、沿岸部と西部・東北部等との地域間格差是正の為にも、将来に亘り堅持のこと。 
        国有資産の払い下げ、民営化等に際し発生しがちな腐敗、汚職などは論外で、一般国民
の信頼を失う基ともなるので、当然その絶無を期すこと。 
 
提言 19  世界の平和・安定の継続こそ最大の経済政策である。 
 
提言 20  （まとめ） 

























   そのヒントは、今申し上げました通り、恐慌などの経済の大混乱を起こさずに、貧富の格差も
縮め、底辺の貧しい人々にまで前向きな希望を持たせるような立派な経済運営をして頂くことだ
と思います。どうか大きな夢を持って、今回の両大学の研究交流協定締結の成果をみのり大きい
ものにして頂くことを願って、本日の講演を終らせて頂きます。ご清聴有難うございました。   




   2009.3.22 
                京都大学上海センター協力会 


























報酬の最高額は、大統領の年収約 6,000 万円のせいぜい 2倍か 3倍位でよい。このように超大金持を作
らない方針を決定すれば、個人所得税の累進課税強化と同時に、相続税、贈与税の累進度も同じく強化
しておく必要がある。これに反し、最近は米国や欧州の一部で相続税廃止論迄出ていると聞いたが、相
続税の廃止など全く言語道断である。                               
                                                 以上 
